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～地方公共団体職員のための 
 競争政策・独占禁止法ハンドブック～
公正取引委員会事務総局経済取引局調整課　　　　　　　　
塚　田　益　徳
　本日は「地方公共団体職員のための競争政策・独占禁止法ハンドブック」を御紹介する機会を頂き、
誠にありがとうございます。
　私は昨年経済取引局調整課長を拝命し、現在に至りますが、外部の方からは「調整課といわれても
何をやっているのか名前からは想像がつかない」「いったい何を調整しているのか」とよく聞かれま
す。この「調整」というのは、独占禁止法・競争政策と他の経済法令・政策との調整という意味です。
他の法令や政策と独占禁止法・競争政策とが矛盾しないよう所管官庁と調整を行うというのが調整課
の基本的な仕事です。
　調整業務の１つとして、当方から他省庁に対し、特定の事業分野について、競争が一層促進される
よう、あるいは、独占禁止法違反行為が行われることのないよう、規制や政策や行政指導の見直しを
求める提言を行うことがありますが、そのためにはその分野の市場の状況、取引慣行、規制制度など
の事業者をめぐる競争環境を十分わきまえていなければなりませんので、広範に実態調査を行い、報
告書を公表することもあります。直近では今年の６月に都市ガス事業分野について報告書を公表しま
した。また、昨年６月には、携帯電話市場についての実態調査報告書を公表し、２年縛りや４年縛り、
SIMロックなど、利用者による通信会社の乗り換えをしにくくしている取引慣行の問題点などを指摘
しました。
　それとは方向が逆なのですが、他省庁から当方に対して、これこれこういう政策目的を達成するた
めにこういう制度を作ろうと考えている、こういう施策を打とうと考えているのだが、独占禁止法と
の関係で問題ないだろうかといった相談を受けることがあります。
　調整課では、日々、他の行政機関から「このような行政指導をしても問題ないか」といった相談が
寄せられており、当委員会が平成６年に作成・公表した「行政指導に関する独占禁止法上の考え方」、
通称「行政指導ガイドライン」を参照するなどして、回答しています。そういった相談は国の機関だ
けでなく地方公共団体からも寄せられており、平成19年から29年までの間に約400件の相談がありまし
た。日頃から、地方公共団体の施策と独占禁止法や競争政策との関係について、疑問や問題意識をお
持ちの方も少なくないということだと思います。こういった相談に対しては、調整課で検討の上、必
要に応じ問題点を指摘するなどしています。
　こういった地方公共団体からの相談事例については平成19年に事例集としてまとめて公表していま
すが、それから10年以上経過して様々な事例が蓄積されてきましたので、相談事例集をリニューアル
することとしました。
　また、国の行政機関が規制を新設改廃する際に競争状況への影響を評価する「競争評価」が、平成
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29年の秋から本格的に実施されています。地方公共団体の制定する条例や規則は対象となっていませ
んが、地方公共団体においても条例等を制定改廃する際に「競争評価」の考え方を参照して競争状況
への影響を検討することは競争の維持促進の観点から有益と考えられます。
　そこで、相談事例集のリニューアルだけではなく、競争評価や行政指導ガイドラインの考え方を分
かりやすく記載したハンドブックを作成し、地方公共団体の職員の方にも活用していただければと考
えました。
　このハンドブックについては、全ての地方公共団体に配布したほか、公正取引委員会の担当者が出
向いて説明会・周知活動を実施しています。実は今年の３月に調整課の担当官が佐藤吾郎先生、吉野
夏己先生をお伺いし、効果的な周知活動を行うにはどのような点に注意すべきかなどについて、大変
有益で示唆に富む御意見を賜りました。佐藤先生、吉野先生、誠にありがとうございました。改めて
御礼申し上げます。
　さて、本日の研究会においては、弁護士や研究者の先生方のほか、地方公共団体の職員の方や学生
の方も参加されているとのことですので、詳しい先生方には釈迦に説法になってしまうかもしれませ
んが、独占禁止法について基本的なところから御説明したいと思います。
　お手元のハンドブックの191ページ以下に「知ってなっとく独占禁止法」というパンフレットを掲載
しています。このパンフレットは、冊子として広く配布しているほか、公取委のウェブサイトでもダ
ウンロードできるものです。
　独占禁止法は、「公正かつ自由な競争を促進すること」を直接の目的として定めていますが、それは
究極的な目的を達成するための手段でもあります。
　ハンドブック194ページから195ページをお開きいただければと思いますが、公正かつ自由な競争を
促進することによって、事業者は自主的な判断で自由に活動することができるようになり、事業者は、
自らの創意工夫によって、消費者から選ばれる魅力的な商品・サービスを供給しようと競争します。
競争に勝ち抜いた事業者は売上げを伸ばして成長し、地域経済や日本経済の活性化・発展にも貢献す
ることにもなります。
　また、事業者が公正かつ自由に競争した結果、消費者にはより魅力的な商品・サービスが提供され
ることにより、消費者の利益も確保されます。
　このように、独占禁止法は、公正かつ自由な競争の促進を通じて、一般消費者の利益を確保すると
ともに、国民経済の民主的で健全な発達を促進することを目的としています。
　これに対して、競争が制限されてしまうと、需要に適切に対応しようとする企業のインセンティブ
が失われ、経済の活性化の妨げとなりますし、消費者も選択肢を奪われて不利益を被ることになります。
　公正取引委員会は独占禁止法の目的を達成するために設置された機関です。ハンドブック212ページ
にあるとおり、まず、公正かつ自由な競争を制限したり阻害したりするような行為があれば、それを
排除するという法執行活動を行っています。また、競争環境の整備のために規制改革や取引慣行の改
善について提言する唱導活動、これをアドボカシーと呼ぶこともありますが、そのような活動を行っ
ています。調整課の業務はこの唱導活動の一部です。
　前置きが長くなりましたが、それではハンドブックの御紹介に移りたいと思います。
　ハンドブックは２章立てとなっており、第１章には、地方公共団体の活動における独占禁止法上及
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び競争政策上の考え方として、競争評価や行政指導ガイドラインの活用方法などを記載しています。
　第２章では、全国の地方公共団体から寄せられた相談から、地方公共団体の活動において参考にな
りそうなものを取り上げて紹介しています。本日はそのうちいくつかの事例を御説明したいと思います。
　スライド３と４は、先ほどお話しした内容と重複するので御説明は省略します。スライド５を御覧
ください。
　近年、人口減少・高齢化が進む中で、地域経済の活性化が重要な課題となっていますが、各地方公
共団体では、首長・職員の方々が工夫を凝らして、地域経済の活性化のための多種多様な施策・事業
を実施されていると承知しています。
　地域経済を活性化するためには、一過性のブーム、イベントによる短期的な需要創出ではなく、よ
り持続的な、地域経済の自律的な成長力の向上が必要と言われていますが、そのための環境整備にお
いては、当然ながら、地域経済の実情に通じた地方公共団体の方々の果たす役割は重要であると考え
ています。
　事業者が自由で自主的な判断により経済活動を行うことができ、かつ、事業者間において公正かつ
自由な競争が行われるよう環境を整備することができれば、事業者は創意工夫を十分に発揮すること
ができますし、また、消費者に提供する商品・サービスの質を向上させることができます。
　地域内の住民は、より質の高い商品・サービスを享受できることにより、利益が増進します。また、
より質の高い商品・サービスの供給により地域内の事業者の競争力が向上し、利益が高まり、事業規
模が拡大すれば、地域の所得と雇用の水準が高まることになります。
　このため、地域経済の活性化などを目的として地方公共団体が各種の施策・事業を実施する際に
は、それらの施策・事業が、事業者の自由で自主的な判断による経済活動を妨げたり、事業者間の公
正かつ自由な競争を阻害したりするおそれはないかなどという観点から検討することが有益であると
考えます。
　事業者が自由で自主的な判断により経済活動を行うことができ、かつ、事業者間において公正かつ
自由な競争が行われるよう環境を整備することを、このスライドでは「競争しやすい環境づくり」と
表現しています。事業者がどのような事業活動を行うかは、基本的には各事業者が自由に判断すべき
ものです。うちは価格面では同業他社とは張り合わないけど多少高くても品質やサービスで勝負す
る、という会社もいれば、場合によっては、うちは一切競争はしないという会社もいるかもしれませ
ん。そういう会社を無理やり競争させることはできませんが、ただ、競争しよう、消費者にとってよ
り魅力のある商品・サービスを提供しようと考えている事業者の足を引っ張ったり、競争することを
思いとどまらせようとしたり、新たにその分野に入ってくることを妨害したりするようなことは許し
てはならない、ということです。仮に事業者や事業者団体がそのような行為を行った場合には、独占
禁止法に照らして厳正に対処することになります。
　地方公共団体においても、施策・事業を実施する場合には、意欲のある事業者が存分に創意工夫を
発揮できるように、また、そういった事業者が制度・施策や他の事業者・団体の行為によって足を
引っ張られるようなことのないように環境を整備すべきであり、また、そうすることが地域経済に
とっても有益であるというのが、「競争しやすい環境づくり」ということです。
　では具体的にどうすればよいのか、ということですが、地方公共団体において施策・事業の検討を
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行う際には、おそらく、憲法や地方自治法、財政、先行事例の状況等といった多方面からの検討が行
われていると思います。その検討の要素の一つとして、「競争」という観点も加えていただくことが、
事業者が「競争しやすい環境づくり」につながるのではないかと考えています。
　つまり、施策・事業などといった地方公共団体の活動が事業者間の競争に対してどのような影響を
及ぼし得るかということを、当該施策・事業を実施する前に把握することによって、仮に競争にマイ
ナスの影響を与える可能性があるとなれば、そのような影響をより少なくするにはどのようにすれば
よいのかについて検討いただくということを考えています。
　もちろん、既に実施されている施策・事業について、事業者がより競争しやすくなるように見直し
を行っていただくことも有益であると思いますが、一度動かし始めると見直すことはなかなか難しい
ということもありましょうから、実施前の段階で検討いただくことがより効果的ではないかと考えて
います。
　スライド６からは、地方公共団体の活動が事業者間の競争状況に対して与える影響を把握する方法
として、「競争評価」と「行政指導ガイドライン」を紹介しています。
　競争評価とは、競争政策上の考え方に基づき行うセルフチェックであり、国の行政機関においては、
現在、政策評価の一環として規制の新設・改廃が事業者間の競争状況に及ぼす影響を把握するために
行われているものです。
　また、行政指導ガイドラインとは、先ほどもお話ししましたが、公正取引委員会が策定した、行政
指導と独占禁止法との関係を明らかにした指針のことです。
　これら２つのツールについてそれぞれ御紹介します。
　まずは、競争評価について説明します。スライド７を御覧ください。先ほど申し上げたとおり、競
争評価は規制の新設や改廃を対象にするものですが、様々な政策的目的のために国や地方公共団体が
設ける規制は、その規制の内容や程度によっては、新規事業者の参入や事業者の自由な事業活動を制
限したり、市場のルールそのものを変えてしまったりすることで、公正かつ自由な競争を損なった結
果、かえって経済的損失を発生させるおそれがあります。また、一度導入された規制は、規制の存在
が事業活動を行う上での前提条件となってしまうことがあります。つまり、事業者が既存の規制に適
応するような事業活動を採るようになり、また、そのための設備投資等を行った結果、一度設けた規
制を撤廃ないし緩和しようとしても、コストが大きすぎて、あるいは反対の声が強すぎて、困難とな
る場合もあると考えられます。
　そのため、規制の新設又は改廃を行おうとする場合に、当該規制を設けようとする目的を達成する
観点からだけではなく、競争評価を実施して、規制の新設又は改廃が事業者間の競争状況に及ぼす影
響を適切に把握し、仮に影響があるのであれば、可能な限りその影響を小さくするといった取組が国
の行政機関では行われています。ちなみに、国の行政機関は、政策評価法によって、競争評価を行う
こととされていますが、地方公共団体には実施義務はありません。
　続いてスライド８になります。競争評価は、公正取引委員会が作成した「競争評価チェックリスト」
に対して、規制の新設又は改廃を行う各府省が回答することで行われています。
　競争評価チェックリストでは、事業者の数の制限、事業者の競争手段の制限、事業者の競争回避的
行動の誘発、需要者が利用できる情報・選択の制限、という４つの観点からなる合計８つの質問項目
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を用意しています。規制の外形的な内容から判断できる部分から、このチェックリストの質問に対し
て、「はい」・「いいえ」を回答し、一つでも「はい」との回答が付けば、その規制は、「競争状況にマ
イナスの影響を及ぼす可能性がある」と整理されます。
　それでは想定事例を使って、競争評価チェックリストの活用方法を見てみましょう。
　まず、スライド９です。農産物Ａを加工して作られる商品Ｂというものがあります。その中でも、
Ｐ県産の商品Ｂというのは、品質が高く人気があり、県の特産品となっています。しかし、近年、他
県産の商品Ｂの品質が向上して販売量を伸ばす一方、Ｐ県産の商品Ｂの売上げは減少しています。Ｐ
県の担当部局では、この売上げ減少の理由をＰ県産の商品Ｂの加工業者ごとの加工・管理方法が区々
であることによる品質の不均一にあると考えました。
　そこで、この問題に対処するため、担当部局では、加工・管理方法に係る基準を策定し、当該基準
を満たさない商品は販売できない旨を条例で定めることを検討しています。
　この事例について、競争評価チェックリストを用いて検討してみましょう。スライド10を御覧くだ
さい。
　この事例では、品質に関する基準を作り、その基準を満たさない商品は販売できないようにする条
例を作ろうとしていました。本来、どのような商品を作り販売するか、その品質をどうするかという
ことは、事業者がそれぞれが自由かつ自主的に判断することです。例えば、一定の品質を下回るよう
な商品でも、それが消費者の好みに合うものであれば、そのような商品を売ることにビジネスチャン
スを見出す事業者がいるかもしれません。
　一方、今回の条例は、このような事業者の品質選択の自由を制限してしまいます。このため、競争
評価チェックリストの観点⑵の「事業者の競争手段の制限」のうち、供給商品の品質を制限するもの
であるため、「問２」について、「はい」と回答することになります。
　事業者が供給する商品・役務の種類、品質、性能、規格等の競争手段が制限される場合、事業者が
多種多様な商品を提供することができなくなりますので、本事例は「競争状況にマイナスの影響を及
ぼす可能性がある」条例案であるということになります。
　ここで御注意いただきたいのは、競争状況にマイナスの影響を及ぼす可能性があれば直ちにその条
例の制定が否定されるというものではない、ということです。そうではなく、他の政策目的との比較
衡量を踏まえて、制定の妥当性は検討されることになります。
　独占禁止法の適用においても、競争に少しでも悪影響があれば違反というものではなく、競争に軽
微な影響しか与えないような行為は問題となりません。
　とはいっても、競争に与える影響が小さければ小さいほど、「公正かつ自由な競争」が機能すること
になりますので、競争評価の検討結果を踏まえ、より競争に対する影響が小さくなるような条例案に
ついて、御検討いただくことが望ましいと考えられます。
　では「より競争に対する影響が小さくなるような」代替案とは具体的にどのようなものが考えられ
るかというと、後ほど行政指導ガイドラインについての御説明で触れたいと思いますが、それ以外で
も、例えば、地方公共団体が客観的な品質基準を定めた上で、基準を満たした商品には地方公共団体
が管理しているブランド名を使ってもよいとし、そのブランドの広報・宣伝活動は地方公共団体が費
用を負担して行って、品質基準を満たす商品を生産するインセンティブを与えるというやり方もある
「臨床法務研究」第23号
－146－
のではないかと思います。このような方法であれば、「一定の基準を下回るものは販売してはならな
い」というやり方よりも、競争への影響は小さくなると考えられます。なお、競争評価についての詳
しい情報は、ハンドブックの参考資料５・６を御覧いただければと思います。
　次に、もう一つのツールである行政指導ガイドラインについてみてみたいと思います。スライド11
を御覧ください。
　行政指導ガイドラインは、公正取引委員会が行った他の行政機関との調整事例や、独占禁止法違反
被疑事件の審査の過程で認められた事例を踏まえて作成されたものです。
　行政機関の行う行政指導は、国や地方公共団体において、多様な目的で実施されていますが、行政
指導の中には、事業者の参入・退出、商品・役務の価格や数量等に影響を及ぼすものもあります。特
に、その行政指導の目的、内容や方法等によっては、行政指導を受けた相手方である、事業者や事業
者団体の「公正かつ自由な競争」を制限・阻害し、事業者や事業者団体による独占禁止法違反行為を
誘発する場合すらあります。
　このような行政指導に従って、独占禁止法上問題のある行為を行った場合、そのような行為につい
て直接法的責任を問われるのは、行政指導を行った側ではなく、行政指導に従った事業者や事業者団
体になります。
　条例の制定やその運用等の段階で、行政指導ガイドラインを参照して検討することで、当該条例等
が事業者の独占禁止法違反行為を誘発するおそれがないかを確認することができます。
　行政指導ガイドラインの内容を見てみましょう。スライド12です。行政指導ガイドラインでは、行
政指導の内容や対象に応じて、行政指導を４つに分類しています。参入・退出に関する行政指導、価
格に関する行政指導、数量・設備に関する行政指導、営業方法、品質・規格、広告・表示等に関する
行政指導です。そして、それぞれに対する独占禁止法上の考え方を示しています。これを踏まえて、
想定事例を見てみましょう。
　スライド13の想定事例６では、先ほどの想定事例１において競争評価を実施した結果、品質の基準
に関する条例を設けると競争にマイナスの影響があると考えられることを踏まえて、担当部局がより
競争に与える影響の少ない方法として考え直した事例です。
　今回、担当部局は、品質基準を設けてその遵守を強制するのではなく、より事業者の自主性を尊重
するため、商品Ｂの望ましい品質に関する水準を定める規格を策定し、当該規格に適合する商品にＰ
県が認証を与える条例を制定しようと考えました。
　担当部局は、認証取得は任意としますが、少しでも早く商品Ｂの品質を向上させることが必要と考
え、県内の全ての商品Ｂの加工業者が加入する事業者団体Ｘに対して、早期の認証の取得を促すため
の行政指導を行うことを検討しています。
　今回の事例について、行政指導ガイドラインにおける考え方を活用した場合、競争に対する影響は
どのようなものがあり得るのでしょうか。
　スライド14を御覧ください。まず想定事例６では、Ｐ県が定めた品質水準に関する規格に合致する
場合にはＰ県が認証を与え、併せて、事業者団体Ｘに対して早期の認証を促すための行政指導を行お
うとしています。
　ここでは、行政指導ガイドライン⑷の「営業方法、品質・規格、広告・表示等に関する行政指導」
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の考え方が活用できます。資料にもあるとおり、行政指導を行い、事業者が創意工夫を発揮する重要
な競争手段について事業者の活動が制限されることにならないように留意する必要があります。
　さて、本事例は、認証の早期取得を促すための行政指導を行うものですが、独占禁止法との関係で
は、行政指導を行うこと自体は問題とはなりません。これは、独占禁止法は事業者の活動に対して適
用される法律であり、行政指導という行政機関の行為に対して適用されるものではないためです。
　一方、事業者団体に対して早期取得を促すよう指導した結果、指導を受けた事業者団体Ｘが、構成
員に対して、例えば、認証を取得しない事業者に対して、認証を取得しなければ事業者団体Ｘを脱退
させるなど、認証を取得することを強制することによって、構成員の自由な事業活動を制限するよう
な行為が生じた場合には、事業者団体Ｘの行為は、独占禁止法上問題となるおそれがあります。
　このような検討を踏まえると、今回の事例では、事業者団体に対する行政指導を行う際、例えば、
認証取得はあくまで任意であると示すことや、構成事業者の自主的な取組を促すなど、公正かつ自由
な競争が維持・促進されるように留意することが重要と考えられます。
　次は、スライド15の想定事例３です。これは、Ｅ事業を営むには知事の許可が必要であるところ、
Ｒ県にはＥ事業を営む事業者による団体Ｙがあります。事業者団体Ｙの構成員の受注は減少傾向にあ
る中、他県からＲ県のＥ事業に参入しようという動きが出ています。
　これに対して事業者団体Ｙは、雇用の確保等の観点から、Ｒ県に対して、Ｅ事業への新規参入を認
めないことや、新規参入を認めざるを得ない場合でも、許可を与えるに当たっては事業者団体Ｙの同
意を得るよう指導してほしい旨を要望しました。
　これを受けてＲ県では、Ｅ事業についての許可を出すに当たって、事業者団体Ｙの同意を求めるよ
うにすることは、Ｒ県内におけるＥ事業を営む者の意思疎通が円滑になり、過度の競争が防止される
ことで、地域の産業振興や雇用安定につながるのではと考えました。
　そこで、Ｒ県では、条例において、Ｅ事業に係る許可を与えるに当たっては地域の産業振興や雇用
安定の配慮に確保する旨などを定めるとともに、新規参入者に対しては、Ｅ事業の許可に当たり、事
業者団体Ｙの同意を得るように行政指導を行うことを検討している、とういう事例です。
　本事例について、行政指導ガイドラインを活用して考えてみたいと思います。スライド16を御覧く
ださい。まず、本事例では、Ｅ事業に関する許可に当たっては、産業振興等に配慮する旨などを条例
で定めることが考えられていますが、このような条例を制定することについては、独占禁止法との関
係では問題ありません。他方、新規参入に当たっては事業者団体Ｙの同意を得るよう行政指導すると
いう点はどうでしょうか。
　本来、ある事業に参入する、しないというのは、事業者が自ら判断すべきことです。誰もが新規参
入できる、あるいは既存事業者が退出できるような状況にあることで、新規参入者との間での競争が
行われ、新陳代謝がなされ、より質の高い競争が行われるようになっていくことになります。
　本事例では、新規参入に当たって、事業者団体Ｙの同意が必要になることになりますが、これは、
事業者団体Ｙが同意をしないことによって、新規参入を拒否することもできることを意味します。つ
まり、Ｒ県が、Ｅ事業の営業の許可を与えるに当たり、事業者団体Ｙの同意を得ることを求める指導
を行うことは、それによって事業者団体Ｙが新規参入を求める者への同意を拒否することにより新規
参入を断念させ、当該事業分野においてＥ事業を営む者の数を制限するなどといった、事業者団体Ｙ
「臨床法務研究」第23号
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の独占禁止法違反行為を誘発するおそれがあるということになります。
　加えて、新規参入が認められないこととなれば、既存業者が競争にさらされる可能性が低くなり、
その結果、既存業者においては価格引下げ等を行うインセンティブもなくなることから、結果として、
消費者の不利益になりかねないことになります。したがって、このような行政指導は、事業者団体Ｙ
の独占禁止法違反行為を誘発するおそれがあることから、この結果を踏まえ、担当部局としては、既
存業者と新規業者との競争を生じさせるような方法を考えることが、結果的には地域にメリットを提
供することになります。
　以上のとおり、「競争評価」と「行政指導ガイドライン」について御説明しましたが、それぞれどの
タイミングで参照すればよいのかという疑問もあるかと思います。
　この点について、特にこの時点、という決まった考え方はありませんが、例えば、企画がまだ生煮
えの段階では競争評価を活用して大まかに競争に与える影響を把握し、把握したものを踏まえて企画
を修正したらまた競争評価をしてチェックする。そして、より具体的な内容に煮詰まった段階で、行
政指導ガイドラインを活用して違反行為誘発防止の観点からチェックするという方法もあるかと思い
ます。
　本ハンドブックでは、このような意識の下、想定事例１において競争評価を実施して出てきた問題
点を踏まえ、想定事例６では、競争評価を踏まえて見直した施策案に対して、行政指導ガイドライン
を活用している事例を設けています。
　スライド17を御覧ください。ここまでは、地方公共団体が、条例等を制定して運用する立場、つま
り「行政」としての立場であることを前提にお話ししてきましたが、第１章の最後には、地方公共団
体が自ら事業を行うという「事業者」としての立場からも留意すべき点があることについてお話します。
　そもそも、独占禁止法の適用対象は「事業者」、つまり事業を行う者や、その団体です。「事業」と
は、判例によれば、「何らかの経済的利益の供給に対応し反対給付を反復継続して受ける経済活動を
指し、その主体の法的性格は問うところではない」とされています。
　つまり、一般の民間企業の方に限らず、国や地方公共団体であっても、例えば、水道事業やバス事
業といった経済活動を行っている範囲においては、独占禁止法上の事業者として扱われ、場合によっ
ては行政処分の対象となります。このため、地方公共団体が特に経済活動を行っている場合は、一般
の企業が独占禁止法に対して気を付けているのと同様の留意を行っていただく必要があります。
　それでは残りの時間を使って、具体的な相談事例についていくつか御紹介したいと思います。
　このハンドブックに掲載している相談事例は、実際に地方公共団体から寄せられた相談を基に作成
したものですが、平成の30年間、災害が多かったということもあり、災害対策に関する事例もいくつ
か掲載しています。スライド20はそのような事例の１つです。
　スライド20の事例を簡単に御説明しますと、まず、A県が事業者団体と簡易ベッドの供給に関する
災害協定を結びます。災害が発生した場合、県は、協定に基づき、県が指定する避難所ごとに必要な
簡易ベッドの数量を事業者団体に伝え、避難所ごとに供給可能な事業者のあっせんを要請します。事
業者団体は、構成事業者の中から、避難所から事業所が最も近く、かつ、必要な供給能力を有するも
のを、その事業者の承諾を得た上で、県にあっせんします。あっせんした事業者の供給能力を超える
数量が必要とされる場合には、事業者団体は、避難所から事業所の距離が近い順に、構成事業者を
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あっせんします。県は、事業者団体によりあっせんされた事業者との間で個別に供給価格や数量を交
渉して、随意契約を締結します。県は、必要に応じ、事業者団体に加入していない事業者に対しても
簡易ベッドの供給を要請します。
　スライドに記載のとおり、一般に、行政機関が、法令に則ってどのように調達を行うかは、行政機
関の判断に委ねられており、独占禁止法上の問題とはなりません。一方で、各事業者の供給価格や事
業者間の受注配分の決定を事業者間であるいは事業者団体において行うと、独占禁止法上問題となり
ます。
　それでは本件はどうかというと、事業者団体は、あっせんする事業者を供給先の避難所から事業所
までの距離という客観的な基準で決定しており、恣意的に決定しているわけではありません。また、
供給価格や数量などについては、事業者間で決定したり、あるいは事業者団体が決定したり事業者に
指示したりするものではなく、あっせんされた事業者と県とが個別交渉を行い、条件が合致した場合
に契約が締結されます。さらに、県に簡易ベッドを供給するのは、事業者団体に所属している事業者
に限定されていません。
　以上を踏まえれば、この施策によって独占禁止法違反行為が誘発されるおそれは大きくなく、独占
禁止法との間で問題となるものではない、と回答した事例です。
　公共調達において地元業者や地元産品を優先する施策はしばしばみられます。スライド21の事例
は、Ｄ市が地元の中小建設業者の受注機会を確保するために、市が発注する工事において受注業者が
工事を下請発注する場合には、地元業者の利用を義務付け、これを条例に規定するというものです。
一般に、行政機関が法令に則りどのように入札を行うかは、行政機関の判断に委ねられているもので
あり、独占禁止法上の問題ではありません。ただ、競争政策上の観点からいえば、競争入札の実施に
当たり、一般的な要請を超えて条件を義務付けることは、事業者の自由な事業活動や事業者間の競争
を制限するおそれがあるということになります。もちろん、地元業者の受注機会の確保というのは重
要な政策目的の一つですので、そういったものに配慮するとしても、地元業者の下請利用を義務付け
た場合、受注業者の自由な事業活動を制限するとともに、地元業者と地元以外の業者との競争が失わ
れることによって地元業者の健全な育成をかえって阻害するおそれがある、ということに留意いただ
きたいと考えています。そういった弊害の可能性も踏まえた上で、最終的にどのような施策を採るか
は、地方公共団体の判断によるものである、という回答になっています。
　それからもう一つ、スライド23の事例を御紹介します。Ｉ市ではプレミアム付き商品券事業を実施
しているものの、中小事業者の店舗では余り利用されていないという問題を抱えています。そこで、
Ｉ市は、中小事業者の店舗での利用を促進するために、プレミアム率に差を設けることとしたという
事例です。プレミアム率に差を設けるというのはどういうことかというと、Ｉ市の市民やＩ市で働い
ている人向けに商品券を1000円で販売し、それを大規模事業者に持っていくと1050円相当の商品や
サービスを購入することができるのに対し、小規模事業者のお店に持っていけば1100円相当の商品な
どを買うことができる、つまり大規模事業者で使うと券面額1050円、小規模事業者で使うと券面額
1100円になるというように、券面額と販売価格との差であるプレミアムを販売価格で割ったプレミア
ム率を大規模事業者で利用する場合と小規模事業者で利用する場合とで異なるものにする、というこ
とです。独占禁止法上の考え方としては、最前からお話ししているとおり、行政機関が実施する施策
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においてその方法等をどのようなものにするかはその行政機関の判断に委ねられており、独占禁止法
上の問題にはなりません。他方で、競争政策上の観点からいうと、それによって特定の事業者が競争
上著しく有利又は不利になる場合には、市場における競争を歪めることになります。本件の相談を当
てはめてみると、中小事業者の店舗における利用促進を通じた市内経済の活性化という目的は正当な
ものであり、また、取扱事業者の規模の違いによるプレミアム率の差は最大数パーセントとさほど大
きくなく、利用できる期間、地域、購入者も限定されていることから、特定の事業者を競争上著しく
有利又は不利にするものではなく、競争政策との関係でも問題となるものではない、という回答に
なっています。
　本日の御説明では、地方公共団体の活動が事業者間の競争状況に対して与える影響を把握する方法
として、「競争評価」と「行政指導ガイドライン」を御紹介した上で、実際に地方公共団体から相談を
頂いた案件を基とした独占禁止法・競争政策上の考え方についてお話ししました。
　最初にお話ししたとおり、今後、地方公共団体の日々の政策・施策の企画立案や調達等において、
疑問が生じた際には、ハンドブックを開いて「独占禁止法・競争政策の考え方」を確認していただく
ことを期待しています。引き続き周知・広報活動に努めていきたいと思います。
　御説明は以上です。ありがとうございました。
岡山行政法実務研究会
－151－
「地
方
公
共
団
体
職
員
の
た
め
の
競
争
政
策
・独
占
禁
止
法
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」
説
明
資
料
第
１
章
地
方
公
共
団
体
の
活
動
に
お
け
る
独
占
禁
止
法
上
及
び
競
争
政
策
上
の
考
え
方
第
１
章
地
方
公
共
団
体
の
活
動
に
お
け
る
独
占
禁
止
法
上
及
び
競
争
政
策
上
の
考
え
方
･･
･･
･･
･･
･･
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・
２
頁

地
域
経
済
の
活
性
化
と
競
争
し
や
す
い
環
境
作
り
･･
･･
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・
３
頁

地
方
公
共
団
体
の
活
動
が
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
及
ぼ
す
影
響
を
把
握
す
る
に
は
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
６
頁

競
争
評
価
・競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
･･
･･
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・
７
頁

行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
１
１
頁

「事
業
者
」と
し
て
の
地
方
公
共
団
体
と
独
占
禁
止
法
･・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
１
７
頁
第
２
章
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
事
例
集
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・
１
８
頁
参
考
地
方
公
共
団
体
の
活
動
に
関
す
る
相
談
窓
口
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・
２
７
頁
目
次
競
争
Ｂ
社 
安
く
て
良
い
商
品
の
購
入

サ
ー
ビ
ス
の
充
実

選
択
肢
の
多
様
化

雇
用
の
増
加

新
規
産
業
の
創
出

地
域
経
済
の
活
性
化
・
発
展
消
費
者
の
メ
リ
ッ
ト
事
業
者
の
メ
リ
ッ
ト
地
域
全
体
の
メ
リ
ッ
ト

企
業
の
成
⻑
，
事
業
の
活
性
化

技
術
革
新

市
場
規
模
の
拡
大
＜
事
業
者
の
創
意
工
夫
＞
品
質
の
向
上
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
の
努
⼒
な
ど
地
域
経
済
の
活
性
化
と
競
争
し
や
す
い
環
境
作
り
①
地
方
公
共
団
体
事
業
者
が
競
争
し
や
す
い
環
境
を
作
っ
て
い
く
こ
と
は
，
地
域
経
済
の
⾃
律
的
な
成
⻑
⼒
の
向
上
の
た
め
に
も
有
益
＝
（
ス
ラ
イ
ド
１
）
（
ス
ラ
イ
ド
２
）
（
ス
ラ
イ
ド
３
）
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競
争
地
域
経
済
の
活
性
化
と
競
争
し
や
す
い
環
境
作
り
②
地
方
公
共
団
体
事
業
者
が
競
争
し
や
す
い
環
境
を
作
っ
て
い
く
こ
と
は
，
地
域
経
済
の
⾃
律
的
な
成
⻑
⼒
の
向
上
の
た
め
に
も
有
益
＝
例
え
ば
，
公
共
調
達
に
お
い
て
は
，
各
地
方
公
共
団
体
で
は
，
安
く
て
質
の
高
い
物
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
調
達
す
る
た
め
，
調
達
方
法
等
の
設
計
に
お
い
て
，
様
々
な
取
組
を
実
施
し
て
い
る
。
競
争
を
通
じ
た
入
札
価
格
の
引
き
下
げ
や
，
消
費
者
が
享
受
す
る
物
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
品
質
の
向
上
に
つ
な
が
る

雇
用
の
増
加

新
規
産
業
の
創
出

地
域
経
済
の
活
性
化
・
発
展
消
費
者
の
メ
リ
ッ
ト
事
業
者
の
メ
リ
ッ
ト
地
域
全
体
の
メ
リ
ッ
ト
価
格
引
下
げ
や
商
品
・
役
務
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
高
め
，
事
業
者
の
競
争
力
の
向
上
に
つ
な
が
る
指
名
競
争
入
札
一
般
競
争
入
札
公
募
型
指
名
競
争
入
札
最
低
価
格
自
動
落
札
方
式
総
合
評
価
落
札
方
式
ラ
ン
ク
制
共
同
企
業
体
・
・
・
・
事
業
者
が
自
由
で
自
主
的
な
判
断
に
よ
り
経
済
活
動
を
行
う
こ
と
が
で
き
，
か
つ
，
事
業
者
間
に
お
い
て
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
行
わ
れ
る
よ
う
環
境
を
整
備
。
地
域
経
済
の
活
性
化
と
競
争
し
や
す
い
環
境
作
り
③
地
域
の
住
⺠
の
利
益
が
増
進
す
る
と
と
も
に
，
地
域
経
済
を
担
う
事
業
者
の
競
争
力
が
向
上
す
る
こ
と
を
通
じ
て
，
地
域
の
所
得
と
雇
用
の
水
準
が
高
ま
る
。
地
域
経
済
の
活
性
化
等
を
目
的
と
し
て
地
方
公
共
団
体
が
各
種
の
施
策
・
事
業
を
実
施
す
る
際
に
は
，
当
該
施
策
・
事
業
が
，
事
業
者
の
自
由
で
自
主
的
な
判
断
に
よ
る
経
済
活
動
を
妨
げ
た
り
，
事
業
者
間
の
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
阻
害
し
た
り
す
る
お
そ
れ
は
な
い
か
な
ど
と
い
う
観
点
か
ら
検
討
す
る
こ
と
が
有
益
。
■
地
域
経
済
を
活
性
化
さ
せ
る
た
め
に
は
，
短
期
的
な
需
要
創
出
に
と
ど
ま
ら
ず
，
当
該
地
域
経
済
の
自
律
的
な
成
⻑
力
の
向
上
が
必
要
。
■
そ
の
た
め
の
環
境
の
整
備
に
お
い
て
，
地
域
経
済
の
実
情
を
よ
く
知
る
地
方
公
共
団
体
の
果
た
す
役
割
は
重
要
。
地
方
自
治
法
の
観
点
は
？
憲
法
の
観
点
は
？
行
政
法
の
観
点
は
？
先
行
事
例
は
？
財
政
の
観
点
は
？
施
策
・
事
業
の
検
討
施
策
・
事
業
の
実
施
政
策
課
題
の
認
識
競
争
の
観
点
か
ら
も
検
討
地
方
公
共
団
体
事
業
者
は
創
意
工
夫
を
十
分
に
発
揮
で
き
，
ま
た
，
地
域
内
外
の
消
費
者
に
提
供
す
る
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
競
争
評
価
の
意
義
行
政
機
関
が
様
々
な
目
的
の
た
め
に
設
け
る
規
制
は
，
●
そ
の
内
容
・
程
度
に
よ
っ
て
は
，
事
業
者
の
新
規
参
入
や
事
業
者
の
活
動
が
制
限
等
さ
れ
る
こ
と
で
，
経
済
的
損
失
（
事
業
者
が
提
供
す
る
商
品
・
役
務
の
価
格
上
昇
，
多
様
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
供
給
制
限
，
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
阻
害
等
）
を
発
生
さ
せ
る
お
そ
れ
も
あ
る
。
●
一
度
導
入
さ
れ
る
と
，
規
制
の
影
響
を
受
け
る
事
業
分
野
に
よ
っ
て
は
，
規
制
の
存
在
が
事
業
活
動
を
行
う
上
で
の
一
定
の
前
提
条
件
と
な
る
な
ど
，
規
制
を
撤
廃
す
る
こ
と
が
困
難
に
な
る
。
規
制
の
新
設
・
改
廃
を
行
お
う
と
す
る
場
合
に
は
，
当
該
規
制
を
設
け
よ
う
と
す
る
目
的
を
達
成
す
る
観
点
か
ら
だ
け
で
は
な
く
，
「
競
争
評
価
」
を
実
施
し
，
規
制
の
新
設
・
改
廃
が
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
及
ぼ
す
影
響
を
適
切
に
把
握
し
，
可
能
な
限
り
そ
の
影
響
を
小
さ
く
す
る
こ
と
が
重
要
。

国
の
行
政
機
関
は
，
政
策
評
価
法
に
基
づ
く
政
策
評
価
の
実
施
が
義
務
付
け
ら
れ
て
お
り
，
規
制
の
新
設
・
改
廃
を
行
お
う
と
す
る
場
合
，
「
規
制
の
事
前
評
価
」
の
実
施
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
（
政
策
評
価
法
第
９
条
）
。

規
制
の
事
前
評
価
で
は
，
規
制
の
新
設
・
改
廃
が
事
業
者
間
の
競
争
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
も
，
「
競
争
評
価
」
を
用
い
て
把
握
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
地
方
公
共
団
体
の
活
動
が
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
及
ぼ
す
影
響
を
把
握
す
る
に
は
？
施
策
・
事
業
の
企
画
・
検
討
施
策
・
事
業
の
実
施
再
検
討
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
例
え
ば
，
施
策
・
事
業
の
企
画
・
検
討
段
階
に
お
い
て
，
競
争
評
価
を
活
用
し
て
，
地
方
公
共
団
体
の
活
動
が
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
及
ぼ
す
影
響
を
適
切
に
把
握
す
る
と
と
も
に
，
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
も
活
用
す
る
こ
と
で
，
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
す
る
か
ど
う
か
を
確
認
し
，
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
競
争
評
価
と
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
の
場
面
競
争
評
価
と
は
，
国
の
行
政
機
関
に
お
い
て
政
策
評
価
の
一
環
と
し
て
規
制
の
新
設
・
改
廃
が
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
及
ぼ
す
影
響
を
把
握
す
る
た
め
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
（
本
資
料
P8
参
照
）
。
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
は
，
行
政
指
導
に
よ
っ
て
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
が
誘
発
さ
れ
な
い
よ
う
，
行
政
指
導
と
独
占
禁
止
法
と
の
関
係
を
明
ら
か
に
し
た
指
針
（
本
資
料
P1
1
参
照
）
。
地
方
公
共
団
体
事
業
者
間
の
競
争
に
影
響
を
及
ぼ
し
得
る
行
政
機
関
の
活
動
に
つ
い
て
の
独
占
禁
止
法
上
及
び
競
争
政
策
上
の
考
え
方
が
示
さ
れ
て
い
る
「
競
争
評
価
」
と
「
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
活
用
が
有
効
。
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
※
適
宜
の
場
面
で
繰
り
返
し
実
施
し
，
結
果
を
踏
ま
え
，
競
争
に
及
ぼ
す
影
響
を
小
さ
く
す
る
観
点
か
ら
検
討
。
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
か
ら
の
検
討
競
争
政
策
上
の
考
え
方
か
ら
の
検
討
（
ス
ラ
イ
ド
４
）
（
ス
ラ
イ
ド
５
）
（
ス
ラ
イ
ド
６
）
（
ス
ラ
イ
ド
７
）
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競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
(1)
事
業
者
の
数
の
制
限
（
p.1
56
〜
15
7）
問
１
：
規
制
が
，
事
業
活
動
の
要
件
と
し
て
許
認
可
等
を
設
定
す
る
か
。
問
２
：
規
制
が
，
事
業
者
が
活
動
す
る
地
理
的
範
囲
を
制
限
す
る
か
。
問
３
：
規
制
が
，
既
存
事
業
者
と
比
べ
て
新
規
参
入
者
に
対
し
て
よ
り
大
き
い
コ
ス
ト
を
負
担
さ
せ
る
か
，
又
は
新
規
参
入
に
際
し
て
負
担
が
生
じ
退
出
す
る
際
に
回
収
で
き
な
い
コ
ス
ト
を
発
生
さ
せ
る
か
。
(2)
事
業
者
の
競
争
手
段
の
制
限
（
p.1
57
）
問
１
：
規
制
が
，
事
業
者
が
供
給
す
る
商
品
・
役
務
の
価
格
，
数
量
を
制
限
す
る
か
。
問
２
：
規
制
が
，
事
業
者
が
供
給
す
る
商
品
・
役
務
の
種
類
，
品
質
，
性
能
，
規
格
等
を
制
限
す
る
か
。
問
３
：
規
制
が
，
事
業
者
が
供
給
す
る
商
品
・
役
務
の
広
告
又
は
宣
伝
の
方
法
，
営
業
の
方
法
，
販
売
の
方
法
等
を
制
限
す
る
か
。
(3)
事
業
者
の
競
争
回
避
的
行
動
の
誘
発
（
p.1
57
〜
15
8）
問
：
規
制
が
，
事
業
者
が
供
給
す
る
商
品
・
役
務
の
価
格
，
数
量
の
具
体
的
な
計
画
や
見
通
し
等
の
情
報
を
公
開
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
，
又
は
事
業
者
間
に
お
い
て
当
該
情
報
の
交
換
を
促
す
仕
組
み
を
設
け
る
も
の
か
。
(4)
需
要
者
が
利
用
で
き
る
情
報
・
選
択
肢
の
制
限
（
p.1
58
）
問
：
規
制
が
，
需
要
者
が
利
用
で
き
る
商
品
・
役
務
の
情
報
・
選
択
肢
を
制
限
す
る
か
。
※
各
質
問
の
考
え
方
は
，
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
の
参
考
資
料
の
解
説
を
参
照
（
括
弧
内
が
該
当
ペ
ー
ジ
）
。

国
の
行
政
機
関
が
行
う
競
争
評
価
の
手
法
に
つ
い
て
は
，
公
正
取
引
委
員
会
が
定
め
る
手
法
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
，
公
正
取
引
委
員
会
で
は
，
平
成
29
年
７
月
，
「
競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
を
作
成
・
公
表
。

競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
は
４
つ
の
観
点
か
ら
な
り
，
回
答
者
に
よ
っ
て
判
断
に
差
が
生
ま
れ
な
い
よ
う
に
，
質
問
項
目
を
規
制
の
内
容
に
基
づ
き
外
形
的
に
判
断
し
，
「
は
い
」
「
い
い
え
」
で
回
答
。

質
問
に
回
答
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
，
当
該
規
制
が
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
負
の
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
か
を
把
握
。
競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
例
（
想
定
事
例
１
（
p.9
）
）
条
例
案
は
，
県
が
策
定
す
る
商
品
Ｂ
の
加
工
・
管
理
方
法
に
係
る
基
準
を
満
た
さ
な
い
商
品
は
販
売
で
き
な
い
旨
を
定
め
る
も
の
。
問
２
「
は
い
」
と
の
回
答
か
ら
，
条
例
案
は
「
競
争
状
況
に
負
の
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
」
も
の
と
整
理
。
【
競
争
評
価
を
踏
ま
え
た
検
討
】
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
及
ぼ
す
影
響
を
小
さ
く
す
る
観
点
か
ら
，
事
業
者
が
供
給
す
る
商
品
・
役
務
の
種
類
，
品
質
，
性
能
，
規
格
等
を
よ
り
制
限
し
な
い
方
法
（
例
：
商
品
Ｂ
の
品
質
に
関
す
る
規
格
を
定
め
て
，
こ
れ
に
適
合
す
る
商
品
に
は
認
証
を
与
え
，
認
証
の
取
得
は
事
業
者
の
任
意
と
す
る
。
）
を
検
討
。
→
い
い
え
→
い
い
え
→
い
い
え
→
い
い
え
→
い
い
え
→
い
い
え
→
い
い
え
→
は
い
想
定
事
例
１
に
対
す
る
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
の
結
果
○
商
品
・
役
務
の
種
類
，
品
質
，
性
能
，
規
格
等
は
，
事
業
者
の
競
争
手
段
の
１
つ
。
○
加
工
・
管
理
方
法
は
商
品
の
品
質
等
の
決
定
要
素
。
＜
事
業
者
の
競
争
手
段
の
制
限
問
２
の
ポ
イ
ン
ト
＞
事
業
者
が
供
給
す
る
商
品
・
役
務
の
種
類
，
品
質
，
性
能
，
規
格
等
の
競
争
手
段
が
制
限
さ
れ
る
場
合
，
事
業
者
が
多
種
多
様
な
商
品
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
。
＜
解
説
＞
競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
例
（
想
定
事
例
１
（
p.9
）
）
○
現
状
・
農
産
物
Aを
加
工
し
て
生
産
さ
れ
る
商
品
Bは
P県
の
特
産
品
・
商
品
Bは
品
質
が
重
要
・
近
年
他
県
産
商
品
Bの
品
質
が
向
上
し
て
販
売
量
を
伸
ば
す
一
方
，
P県
産
商
品
Bの
販
売
量
は
減
少
傾
向
○
課
題
と
そ
の
発
生
原
因
・
P県
産
商
品
B全
体
と
し
て
品
質
が
低
下
・
P県
産
商
品
Bは
加
工
業
者
ご
と
に
加
工
・
管
理
方
法
が
ま
ち
ま
ち
の
た
め
品
質
が
不
均
一
○
条
例
案
・
P県
産
商
品
Bの
品
質
を
一
定
水
準
以
上
に
保
つ
た
め
，
加
工
・
管
理
方
法
に
係
る
基
準
を
策
定
し
，
当
該
基
準
を
満
た
さ
な
い
商
品
は
販
売
で
き
な
い
旨
を
条
例
で
定
め
る
。
想
定
事
例
１
の
概
要
競
争
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
活
用
し
て
，
本
条
例
案
が
事
業
者
間
の
競
争
状
況
に
及
ぼ
す
影
響
を
把
握
す
る
（
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
の
結
果
は
次
ペ
ー
ジ
参
照
）
。
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
意
義
行
政
機
関
は
，
「
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
用
い
て
，
条
例
等
の
制
定
・
改
廃
や
そ
の
運
用
が
，
事
業
者
や
事
業
者
団
体
の
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
さ
せ
得
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
把
握
す
る
こ
と
が
有
益
。
※
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
行
政
指
導
に
関
す
る
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
」
（
平
成
６
年
６
月
30
日
公
正
取
引
委
員
会
）
は
，
飽
く
ま
で
「
行
政
指
導
」
と
独
占
禁
止
法
と
の
関
係
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
が
，
こ
こ
で
示
さ
れ
る
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
の
枠
組
み
は
行
政
指
導
に
限
定
さ
れ
る
も
の
で
は
な
く
，
地
方
公
共
団
体
が
，
事
業
者
の
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
さ
せ
得
る
条
例
等
の
法
令
や
そ
の
運
用
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
を
把
握
す
る
上
で
，
有
効
な
視
点
を
提
供
。

「
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
は
，
公
正
取
引
委
員
会
が
行
っ
た
他
の
行
政
機
関
と
の
調
整
事
例
や
独
占
禁
止
法
被
疑
事
件
の
審
査
の
過
程
等
で
認
め
ら
れ
た
事
例
を
踏
ま
え
て
，
作
成
さ
れ
た
も
の
。

行
政
指
導
が
，
事
業
者
の
参
入
・
退
出
，
商
品
又
は
役
務
の
価
格
・
数
量
，
設
備
等
に
直
接
・
間
接
に
影
響
を
及
ぼ
す
場
合
に
は
，
そ
の
目
的
，
内
容
，
方
法
等
に
よ
っ
て
は
，
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
制
限
し
，
又
は
阻
害
す
る
と
と
も
に
，
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
す
る
場
合
さ
え
あ
る
。

行
政
指
導
に
従
っ
て
独
占
禁
止
法
上
の
問
題
あ
る
行
為
を
行
っ
た
場
合
，
当
該
行
為
に
つ
い
て
直
接
法
的
責
任
を
問
わ
れ
る
の
は
行
政
指
導
に
従
っ
た
事
業
者
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
行
政
指
導
を
行
う
場
合
に
は
慎
重
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
（
ス
ラ
イ
ド
８
）
（
ス
ラ
イ
ド
９
）
（
ス
ラ
イ
ド
10
）
（
ス
ラ
イ
ド
11
）
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行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
概
要
(1
)
参
入
・
退
出
に
関
す
る
行
政
指
導
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
維
持
・
促
進
す
る
た
め
に
は
，
参
入
・
退
出
の
自
由
が
保
障
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ
り
，
行
政
機
関
は
，
法
令
に
具
体
的
な
規
定
が
な
い
参
入
・
退
出
に
関
す
る
行
政
指
導
に
よ
り
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
制
限
さ
れ
，
又
は
阻
害
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
（
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
２
(1
)）
。
(2
)
価
格
に
関
す
る
行
政
指
導
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
維
持
・
促
進
す
る
た
め
に
は
，
商
品
又
は
役
務
の
価
格
設
定
が
事
業
者
の
自
主
的
な
判
断
に
委
ね
ら
れ
る
必
要
が
あ
り
，
行
政
機
関
は
，
法
令
に
具
体
的
な
規
定
が
な
い
価
格
に
関
す
る
行
政
指
導
に
よ
り
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
制
限
さ
れ
，
又
は
阻
害
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
（
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
２
(2
)）
。
(3
)
数
量
・
設
備
に
関
す
る
行
政
指
導
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
維
持
・
促
進
す
る
た
め
に
は
，
数
量
・
設
備
に
関
す
る
事
業
活
動
が
事
業
者
の
自
主
的
な
判
断
に
委
ね
ら
れ
る
必
要
が
あ
り
，
行
政
機
関
は
，
法
令
に
具
体
的
な
規
定
が
な
い
数
量
・
設
備
に
関
す
る
行
政
指
導
に
よ
り
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
制
限
さ
れ
，
又
は
阻
害
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
（
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
２
(3
)）
。
(4
)
営
業
方
法
，
品
質
・
規
格
，
広
告
・
表
示
等
に
関
す
る
行
政
指
導
営
業
方
法
，
品
質
・
規
格
，
広
告
・
表
示
等
は
，
事
業
者
が
創
意
工
夫
を
発
揮
し
て
行
う
重
要
な
競
争
手
段
で
あ
り
，
行
政
機
関
は
，
法
令
に
具
体
的
な
規
定
が
な
い
営
業
方
法
，
品
質
・
規
格
，
広
告
・
表
示
等
に
関
す
る
行
政
指
導
に
よ
り
，
こ
れ
ら
の
事
項
に
つ
い
て
の
事
業
者
の
活
動
が
不
当
に
制
限
さ
れ
，
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
制
限
さ
れ
，
又
は
阻
害
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
（
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
２
(4
)）
。
「
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
で
は
，
行
政
指
導
の
内
容
や
対
象
に
応
じ
て
，
①
参
入
・
退
出
に
関
す
る
行
政
指
導
，
②
価
格
に
関
す
る
行
政
指
導
，
③
数
量
・
設
備
に
関
す
る
行
政
指
導
，
④
営
業
方
法
，
品
質
・
規
格
，
広
告
・
表
示
等
に
関
す
る
行
政
指
導
に
類
型
分
け
を
し
，
そ
れ
ぞ
れ
に
対
す
る
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
を
提
示
。
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
例
①
−
２
（
想
定
事
例
６
（
p.2
9）
）
【
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
】
Ｐ
県
が
事
業
者
団
体
Ｘ
に
認
証
の
早
期
取
得
を
促
す
た
め
の
行
政
指
導
を
行
う
こ
と
は
，
原
則
と
し
て
独
占
禁
止
法
と
の
関
係
で
問
題
と
な
る
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
，
Ｐ
県
の
行
政
指
導
に
よ
っ
て
，
事
業
者
団
体
Ｘ
が
，
認
証
の
取
得
を
希
望
し
な
い
構
成
事
業
者
に
そ
の
取
得
を
求
め
た
り
，
取
得
し
な
い
構
成
事
業
者
に
対
し
て
事
業
者
団
体
か
ら
の
脱
退
を
勧
告
す
る
な
ど
，
そ
の
遵
守
を
強
制
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
，
当
該
構
成
事
業
者
の
事
業
活
動
に
関
し
て
制
限
を
加
え
，
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
阻
害
す
る
こ
と
と
な
れ
ば
，
事
業
者
団
体
Ｘ
の
行
為
は
独
占
禁
止
法
上
問
題
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
【
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
活
用
後
の
検
討
内
容
】
本
施
策
は
原
則
と
し
て
独
占
禁
止
法
と
の
関
係
で
問
題
と
な
る
も
の
で
は
な
い
が
，
本
施
策
に
お
け
る
行
政
指
導
に
よ
っ
て
事
業
者
団
体
Ｘ
に
よ
る
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
さ
せ
る
お
そ
れ
が
あ
る
た
め
，
当
該
行
政
指
導
の
実
施
に
当
た
り
，
事
業
者
団
体
Ｘ
に
対
し
て
，
飽
く
ま
で
認
証
の
取
得
は
事
業
者
の
任
意
で
あ
る
が
，
個
々
の
事
業
者
に
と
っ
て
認
証
取
得
が
有
効
で
あ
る
こ
と
等
を
説
明
し
た
上
で
，
構
成
事
業
者
の
自
主
的
な
取
組
を
促
す
な
ど
，
行
政
指
導
の
実
施
に
お
い
て
も
，
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
維
持
・
促
進
さ
れ
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
と
す
る
。
(4
)
営
業
方
法
，
品
質
・
規
格
，
広
告
・
表
示
等
に
関
す
る
行
政
指
導
営
業
方
法
，
品
質
・
規
格
，
広
告
・
表
示
等
は
，
事
業
者
が
創
意
工
夫
を
発
揮
し
て
行
う
重
要
な
競
争
手
段
で
あ
り
，
行
政
機
関
は
，
法
令
に
具
体
的
な
規
定
が
な
い
営
業
方
法
，
品
質
・
規
格
，
広
告
・
表
示
等
に
関
す
る
行
政
指
導
に
よ
り
，
こ
れ
ら
の
事
項
に
つ
い
て
の
事
業
者
の
活
動
が
不
当
に
制
限
さ
れ
，
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
制
限
さ
れ
，
又
は
阻
害
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
（
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
２
(4
)）
。
本
事
例
に
対
す
る
考
え
方
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
例
①
−
１
（
想
定
事
例
６
（
p.2
9）
）
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
活
用
し
て
，
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
し
得
る
条
例
等
及
び
そ
の
運
用
を
把
握
（
活
用
の
結
果
は
次
ペ
ー
ジ
参
照
）
。
○
想
定
事
例
１
を
受
け
た
修
正
条
例
案
Ｐ
県
産
商
品
Ｂ
の
品
質
を
一
定
水
準
以
上
に
保
つ
た
め
，
・
商
品
Ｂ
の
望
ま
し
い
水
準
を
定
め
る
規
格
を
策
定
・
適
合
す
る
商
品
に
は
Ｐ
県
が
認
証
○
施
策
案
の
内
容
・
認
証
取
得
は
任
意
・
多
く
の
事
業
者
に
早
期
取
得
を
促
す
た
め
，
認
証
手
続
に
係
る
要
綱
を
制
定
・
県
内
の
全
て
の
商
品
Ｂ
の
加
工
業
者
か
ら
構
成
さ
れ
る
事
業
者
団
体
Ｘ
に
対
し
，
早
期
の
認
証
を
促
す
た
め
の
行
政
指
導
を
行
う
こ
と
を
検
討
。
想
定
事
例
６
の
概
要
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
例
②
−
１
（
想
定
事
例
３
（
p.2
2）
）
○
現
状
・
Ｅ
事
業
を
営
む
に
は
都
道
府
県
知
事
の
許
可
が
必
要
・
Ｒ
県
に
お
け
る
全
て
の
Ｅ
事
業
者
で
構
成
さ
れ
た
事
業
者
団
体
Ｙ
の
各
構
成
員
の
受
注
は
減
少
傾
向
・
他
県
の
複
数
の
Ｅ
事
業
者
に
よ
る
参
入
の
脅
威
○
課
題
・
受
注
が
減
少
傾
向
に
あ
る
Ｅ
事
業
者
の
過
度
の
競
争
を
防
止
・
地
域
の
産
業
振
興
や
安
定
雇
用
の
確
保
○
施
策
案
・
Ｅ
事
業
の
許
可
に
当
た
り
，
地
域
の
産
業
振
興
や
安
定
雇
用
の
確
保
に
配
慮
す
る
旨
な
ど
定
め
た
条
例
を
制
定
・
新
規
参
入
者
に
対
す
る
Ｅ
事
業
の
許
可
に
当
た
り
，
事
業
者
団
体
Ｙ
の
同
意
を
得
る
こ
と
を
求
め
る
行
政
指
導
を
行
う
。
想
定
事
例
３
の
概
要
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
活
用
し
て
，
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
し
得
る
条
例
等
及
び
そ
の
運
用
を
把
握
（
活
用
の
結
果
は
次
ペ
ー
ジ
参
照
）
。
（
ス
ラ
イ
ド
12
）
（
ス
ラ
イ
ド
13
）
（
ス
ラ
イ
ド
14
）
（
ス
ラ
イ
ド
15
）
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行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
例
②
−
２
（
想
定
事
例
３
（
p.2
2）
）
【
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
活
用
】
Ｒ
県
が
，
Ｅ
事
業
の
営
業
の
許
可
を
与
え
る
に
当
た
り
，
事
業
者
団
体
Ｙ
の
同
意
を
得
る
こ
と
を
求
め
る
指
導
を
行
う
こ
と
は
，
そ
れ
に
よ
っ
て
事
業
者
団
体
Ｙ
が
新
規
参
入
を
求
め
る
者
へ
の
同
意
を
拒
否
す
る
こ
と
に
よ
り
新
規
参
入
を
断
念
さ
せ
，
当
該
事
業
分
野
に
お
い
て
Ｅ
事
業
を
営
む
者
の
数
を
制
限
す
る
な
ど
と
い
っ
た
，
事
業
者
団
体
Ｙ
の
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
（
独
占
禁
止
法
第
８
条
第
１
号
，
第
３
号
，
第
４
号
）
。
さ
ら
に
，
新
規
参
入
の
可
能
性
が
低
く
な
る
こ
と
に
よ
っ
て
，
既
存
事
業
者
が
新
た
な
競
争
に
さ
ら
さ
れ
る
可
能
性
が
低
く
な
れ
ば
，
既
存
事
業
者
に
お
い
て
良
質
低
廉
な
商
品
・
役
務
を
供
給
し
よ
う
と
す
る
経
営
努
力
を
行
う
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
は
低
く
な
り
，
消
費
者
の
不
利
益
に
も
な
り
か
ね
な
い
。
【
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
活
用
後
の
検
討
内
容
】
本
施
策
に
お
け
る
行
政
指
導
は
，
地
域
の
産
業
振
興
や
安
定
雇
用
の
確
保
を
目
指
す
も
の
で
あ
っ
た
と
し
て
も
，
事
業
者
団
体
Ｙ
の
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
む
し
ろ
，
既
存
事
業
者
と
新
規
参
入
者
と
の
間
で
新
た
な
競
争
を
生
じ
さ
せ
，
こ
れ
に
よ
り
既
存
事
業
者
に
お
い
て
良
質
低
廉
な
商
品
・
役
務
を
供
給
し
よ
う
と
す
る
経
営
努
力
を
行
う
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
高
め
る
こ
と
で
，
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
維
持
・
促
進
し
て
い
く
こ
と
が
消
費
者
の
利
益
の
向
上
や
競
争
力
の
あ
る
地
元
事
業
者
の
育
成
の
観
点
か
ら
望
ま
し
い
。
(1
)
参
入
・
退
出
に
関
す
る
行
政
指
導
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
維
持
・
促
進
す
る
た
め
に
は
，
参
入
・
退
出
の
自
由
が
保
障
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ
り
，
行
政
機
関
は
，
法
令
に
具
体
的
な
規
定
が
な
い
参
入
・
退
出
に
関
す
る
行
政
指
導
に
よ
り
公
正
か
つ
自
由
な
競
争
が
制
限
さ
れ
，
又
は
阻
害
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
（
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
２
(1
)）
。
本
事
例
に
対
す
る
考
え
方
第
２
章
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
事
例
集
「
事
業
者
」
と
し
て
の
地
方
公
共
団
体
と
独
占
禁
止
法
地
方
公
共
団
体
の
活
動
条
例
等
の
制
定
改
廃
・
運
用
自
ら
「
事
業
者
」
と
し
て
事
業
活
動
を
実
施

独
占
禁
止
法
で
禁
止
さ
れ
て
い
る
行
為
（
私
的
独
占
，
不
当
な
取
引
制
限
，
不
公
正
な
取
引
方
法
）
を
行
う
こ
と
で
，
排
除
措
置
命
令
や
課
徴
金
納
付
命
令
等
の
行
政
処
分
等
の
対
象
と
な
る
主
体
は
「
事
業
者
」
。

事
業
者
と
は
，
「
商
業
，
工
業
，
金
融
業
そ
の
他
の
事
業
を
行
う
者
」
（
独
占
禁
止
法
第
２
条
第
１
項
）
で
あ
り
，
「
そ
の
他
の
事
業
」
に
つ
い
て
，
判
例
に
よ
れ
ば
，
「
な
ん
ら
か
の
経
済
的
利
益
の
供
給
に
対
応
し
反
対
給
付
を
反
復
継
続
し
て
受
け
る
経
済
活
動
を
指
し
，
そ
の
主
体
の
法
的
性
格
は
問
う
と
こ
ろ
で
は
な
い
」
。
地
方
公
共
団
体
が
事
業
活
動
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
，
地
方
公
共
団
体
も
独
占
禁
止
法
の
適
用
を
受
け
る
事
業
者
に
該
当
し
得
る
こ
と
か
ら
，
こ
の
点
を
十
分
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
（
留
意
点
に
つ
い
て
は
本
資
料
３
頁
か
ら
１
６
頁
を
参
照
）
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
事
例
集
（
目
次
）
行
政
の
行
為
政
策
目
的
相
談
事
例
条
例
等
の
制
定
災
害
対
策
①
１
事
業
者
団
体
と
の
間
で
締
結
す
る
物
資
供
給
に
係
る
災
害
協
定
に
つ
い
て
環
境
対
策
①
２
県
が
事
業
者
と
営
業
時
間
短
縮
等
に
係
る
協
定
を
結
ぶ
こ
と
に
つ
い
て
流
通
・
取
引
対
策
①
３
県
に
よ
る
ガ
ソ
リ
ン
小
売
価
格
表
示
を
推
奨
す
る
た
め
の
認
定
制
度
の
策
定
等
に
つ
い
て
中
小
企
業
振
興
①
４
建
設
工
事
の
受
注
事
業
者
に
対
す
る
地
元
業
者
の
下
請
利
用
の
義
務
付
け
に
つ
い
て
行
政
指
導
流
通
・
取
引
対
策
②
５
市
に
よ
る
ご
み
袋
の
小
売
価
格
の
統
一
に
係
る
行
政
指
導
に
つ
い
て
流
通
・
取
引
対
策
③
６
市
に
よ
る
灯
油
の
小
売
価
格
の
統
一
に
係
る
行
政
指
導
に
つ
い
て
医
療
・
福
祉
①
７
福
祉
用
具
（
電
動
ベ
ッ
ド
）
の
レ
ン
タ
ル
に
係
る
助
成
及
び
価
格
指
導
に
つ
い
て
医
療
・
福
祉
②
８
市
に
よ
る
訪
問
理
美
容
サ
ー
ビ
ス
の
料
金
統
一
に
係
る
行
政
指
導
に
つ
い
て
補
助
金
等
の
交
付
中
小
企
業
振
興
②
９
取
扱
事
業
者
の
規
模
に
よ
り
商
品
券
の
販
売
額
に
上
乗
せ
さ
れ
る
プ
レ
ミ
ア
ム
率
に
差
を
設
け
る
こ
と
に
つ
い
て
環
境
対
策
②
10
家
庭
用
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
購
入
に
係
る
助
成
制
度
に
つ
い
て
委
託
事
業
等
流
通
・
取
引
対
策
④
11
堆
肥
の
販
売
価
格
等
の
調
査
の
実
施
及
び
調
査
結
果
の
周
知
に
つ
い
て
災
害
対
策
②
12
事
業
者
団
体
に
対
す
る
災
害
発
生
時
の
道
路
啓
開
作
業
に
係
る
委
託
事
業
者
の
候
補
の
選
定
依
頼
に
つ
い
て
運
輸
・
交
通
13
区
域
ご
と
に
委
託
す
る
デ
マ
ン
ド
型
乗
合
タ
ク
シ
ー
事
業
者
の
数
を
各
区
域
１
社
と
す
る
こ
と
に
つ
い
て
医
療
・
福
祉
③
14
予
防
接
種
に
係
る
被
接
種
者
の
負
担
額
及
び
委
託
費
を
県
内
で
統
一
す
る
こ
と
に
つ
い
て
医
療
・
福
祉
④
15
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
（
移
動
支
援
事
業
）
の
提
供
を
特
定
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
に
一
元
化
す
る
こ
と
に
つ
い
て
公
共
調
達
環
境
対
策
③
16
市
が
公
営
住
宅
建
設
に
使
用
す
る
木
材
を
特
定
の
森
林
認
証
を
受
け
た
事
業
者
の
供
給
す
る
も
の
に
限
定
す
る
行
為
に
つ
い
て
（
ス
ラ
イ
ド
16
）
（
ス
ラ
イ
ド
17
）
（
ス
ラ
イ
ド
18
）
（
ス
ラ
イ
ド
19
）
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地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
①
（
災
害
対
策
，
相
談
事
例
集
事
例
１
（
p.3
5）
）
Ａ
県
が
，
災
害
発
生
時
の
必
要
物
資
の
円
滑
な
調
達
を
図
る
た
め
，
避
難
所
に
設
置
す
る
簡
易
ベ
ッ
ド
の
供
給
事
業
者
の
決
定
に
関
し
て
，
事
業
者
団
体
と
締
結
す
る
災
害
協
定
に
，
事
業
者
団
体
か
ら
あ
っ
せ
ん
さ
れ
た
事
業
者
と
個
別
に
価
格
等
の
交
渉
を
行
っ
た
上
で
随
意
契
約
を
締
結
す
る
旨
を
規
定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
相
談
。
相
談
の
概
要
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方

一
般
に
，
行
政
機
関
が
，
法
令
に
則
り
，
ど
の
よ
う
に
調
達
を
行
う
か
は
，
行
政
機
関
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
，
独
占
禁
止
法
上
の
問
題
で
は
な
い
。

一
方
，
各
構
成
事
業
者
の
供
給
価
格
や
構
成
事
業
者
間
の
受
注
配
分
の
決
定
を
事
業
者
団
体
や
構
成
事
業
者
間
で
行
う
と
独
占
禁
止
法
上
問
題
と
な
る
。

事
業
者
団
体
は
あ
っ
せ
ん
す
る
事
業
者
を
供
給
先
の
避
難
所
か
ら
の
距
離
と
い
う
客
観
的
な
基
準
で
決
定

県
は
あ
っ
せ
ん
さ
れ
た
事
業
者
と
個
別
に
価
格
等
の
交
渉
を
行
い
条
件
が
合
致
し
た
場
合
に
随
意
契
約
を
締
結

県
は
事
業
者
団
体
に
加
盟
し
て
い
な
い
事
業
者
に
も
必
要
に
応
じ
供
給
を
要
請
➡
独
占
禁
止
法
と
の
関
係
で
問
題
と
な
ら
な
い
。
Ａ
県
事
業
者
団
体
簡
易
ベ
ッ
ド
供
給
事
業
者
Ａ
簡
易
ベ
ッ
ド
供
給
事
業
者
Ｘ
簡
易
ベ
ッ
ド
供
給
事
業
者
災 害 協 定
・
・
・
①
条
件
提
示
（
例
:避
難
所
近
く
に
所
在
等
）
②
簡
易
ベ
ッ
ド
供
給
事
業
者
Ｘ
を
あ
っ
せ
ん
簡
易
ベ
ッ
ド
供
給
事
業
者
Ｂ
③
価
格
等
を
個
別
に
交
渉
し
て
，
随
意
契
約
必
要
に
応
じ
て
供
給
を
要
請
本
件
相
談
に
お
け
る
考
え
方
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
③
（
医
療
・
福
祉
，
相
談
事
例
集
事
例
８
（
p.5
4）
）
Ｈ
市
が
，
訪
問
理
美
容
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
が
支
払
う
費
用
の
一
部
助
成
を
開
始
す
る
に
当
た
り
，
訪
問
理
美
容
事
業
者
に
よ
っ
て
料
金
等
が
ま
ち
ま
ち
で
は
利
用
者
に
混
乱
を
生
じ
さ
せ
る
お
そ
れ
が
あ
る
た
め
，
理
美
容
事
業
者
に
標
準
的
な
料
金
等
を
示
し
て
こ
れ
に
合
わ
せ
る
よ
う
行
政
指
導
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
の
相
談
。
相
談
の
概
要
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方

事
業
者
又
は
事
業
者
団
体
の
行
為
に
つ
い
て
は
，
行
政
指
導
に
よ
り
誘
発
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
も
，
独
占
禁
止
法
の
適
用
は
妨
げ
ら
れ
な
い
。

公
正
か
つ
自
由
な
競
争
を
維
持
・
促
進
す
る
た
め
に
は
，
商
品
又
は
役
務
の
価
格
設
定
が
事
業
者
の
自
主
的
な
判
断
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
る
必
要
が
あ
る
。
標
準
的
な
内
容
及
び
料
金
を
統
一
す
る
よ
う
行
政
指
導
を
行
う
こ
と
は
，

事
業
者
の
創
意
工
夫
の
発
揮
を
妨
げ
，
料
金
の
引
下
げ
・
サ
ー
ビ
ス
向
上
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
失
わ
せ
，
か
え
っ
て
，
利
用
者
の
不
利
益
に
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。

事
業
者
が
共
同
し
て
料
金
を
決
定
す
る
な
ど
，
事
業
者
の
独
占
禁
止
法
違
反
行
為
を
誘
発
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
競
争
政
策
上
の
考
え
方
本
件
相
談
に
お
け
る
考
え
方

地
元
業
者
の
下
請
利
用
の
義
務
付
け
は
，
受
注
事
業
者
の
自
由
な
事
業
活
動
を
制
限
す
る
こ
と
と
な
る
ほ
か
，
地
元
業
者
と
地
元
以
外
の
事
業
者
と
の
競
争
が
失
わ
れ
る
こ
と
に
よ
り
，
地
元
業
者
の
競
争
力
を
弱
め
，
か
え
っ
て
地
元
業
者
の
健
全
な
育
成
を
阻
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
。
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
②
（
中
小
企
業
振
興
，
相
談
事
例
集
事
例
４
（
p.4
4）
）
Ｄ
市
が
，
地
元
の
中
小
建
設
業
者
の
受
注
機
会
を
確
保
す
る
た
め
，
Ｄ
市
発
注
の
建
設
工
事
に
お
い
て
受
注
事
業
者
が
工
事
を
下
請
発
注
す
る
場
合
に
お
い
て
，
受
注
事
業
者
に
対
し
，
地
元
業
者
の
利
用
を
義
務
付
け
，
条
例
に
規
定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
相
談
。
相
談
の
概
要

競
争
入
札
の
実
施
に
当
た
り
，
一
般
的
な
要
請
を
超
え
て
条
件
を
付
す
こ
と
は
，
事
業
者
の
自
由
な
事
業
活
動
や
事
業
者
間
の
競
争
を
制
限
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
競
争
政
策
上
の
考
え
方
Ｄ
市
義
務
付
け
，
条
例
に
規
定
Ｄ
市
の
建
設
工
事
の
入
札
地
元
以
外
の
業
者
下
請
発
注
建
設
業
者
建
設
業
者
建
設
業
者
（
受
注
業
者
）
地
元
業
者

一
般
に
，
行
政
機
関
が
，
法
令
に
則
り
，
ど
の
よ
う
に
入
札
を
行
う
か
は
，
行
政
機
関
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
，
独
占
禁
止
法
上
の
問
題
で
は
な
い
。
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
本
件
相
談
に
お
け
る
考
え
方
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
④
（
中
小
企
業
振
興
，
相
談
事
例
集
事
例
９
（
p.5
7）
）
Ｉ
市
が
，
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
事
業
を
実
施
す
る
事
業
者
団
体
に
対
し
プ
レ
ミ
ア
ム
（
券
面
額
と
販
売
価
格
と
の
差
額
）
に
相
当
す
る
補
助
金
を
交
付
す
る
に
当
た
り
，
こ
れ
ま
で
低
調
だ
っ
た
中
小
事
業
者
の
店
舗
・
事
業
所
で
の
プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
の
利
用
を
促
進
し
，
こ
れ
に
よ
り
市
内
経
済
を
活
性
化
さ
せ
る
た
め
，
商
品
券
の
取
扱
事
業
者
の
規
模
に
よ
っ
て
プ
レ
ミ
ア
ム
率
に
差
を
設
け
さ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
の
相
談
。
相
談
の
概
要
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方

中
小
事
業
者
に
お
け
る
利
用
促
進
に
よ
る
市
内
経
済
の
活
性
化
が
目
的

取
扱
事
業
者
の
規
模
の
違
い
に
よ
る
プ
レ
ミ
ア
ム
率
の
差
は
最
大
数
パ
ー
セ
ン
ト

利
用
で
き
る
期
間
・
地
域
，
購
入
者
は
限
ら
れ
て
い
る
。
➡
特
定
の
事
業
者
を
競
争
上
著
し
く
有
利
又
は
不
利
に
す
る
も
の
で
は
な
く
，
競
争
に
与
え
る
影
響
は
限
定
的
。

一
般
に
，
行
政
機
関
が
実
施
す
る
施
策
に
お
い
て
，
そ
の
方
法
等
を
ど
の
よ
う
に
定
め
る
か
は
，
当
該
施
策
の
政
策
目
的
に
基
づ
く
行
政
機
関
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
，
独
占
禁
止
法
上
の
問
題
で
は
な
い
。
I 市 の 在 住 者 ・ 在 勤 者
Ｉ
市
内

施
策
の
制
度
設
計
や
運
用
方
法
に
よ
っ
て
，
特
定
の
事
業
者
が
競
争
上
著
し
く
有
利
又
は
不
利
に
な
る
場
合
，
市
場
に
お
け
る
競
争
を
ゆ
が
め
，
価
格
や
サ
ー
ビ
ス
面
で
住
⺠
の
不
利
益
に
な
り
か
ね
な
い
。
競
争
政
策
上
の
考
え
方
本
件
相
談
に
お
け
る
考
え
方
（
ス
ラ
イ
ド
20
）
（
ス
ラ
イ
ド
21
）
（
ス
ラ
イ
ド
22
）
（
ス
ラ
イ
ド
23
）
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地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
⑤
（
災
害
対
策
，
相
談
事
例
集
事
例
12
（
p.6
5）
）
Ｌ
県
が
，
災
害
発
生
時
の
道
路
啓
開
作
業
を
迅
速
に
実
施
す
る
こ
と
を
目
的
に
，
あ
ら
か
じ
め
，
作
業
を
委
託
す
る
建
設
業
者
の
候
補
の
選
定
を
事
業
者
団
体
に
依
頼
し
，
選
定
さ
れ
た
事
業
者
と
委
託
条
件
に
つ
い
て
個
別
に
交
渉
し
た
上
で
随
意
契
約
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
の
相
談
。
相
談
の
概
要
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方

一
般
に
，
行
政
機
関
が
，
法
令
に
則
り
，
ど
の
よ
う
に
調
達
を
行
う
か
は
，
行
政
機
関
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
，
独
占
禁
止
法
上
の
問
題
で
は
な
い
。

一
方
，
各
構
成
事
業
者
の
供
給
価
格
や
構
成
事
業
者
間
の
受
注
配
分
の
決
定
を
事
業
者
団
体
や
構
成
事
業
者
間
で
行
う
と
独
占
禁
止
法
上
問
題
と
な
る
。

事
業
者
団
体
は
県
か
ら
事
前
に
示
さ
れ
た
条
件
を
踏
ま
え
客
観
的
な
基
準
に
基
づ
い
て
候
補
事
業
者
を
選
定

県
は
候
補
事
業
者
と
個
別
の
交
渉
を
行
い
条
件
が
合
致
し
た
場
合
に
随
意
契
約
を
締
結
➡
直
ち
に
独
占
禁
止
法
上
問
題
と
な
る
も
の
で
は
な
い
。
本
件
相
談
に
お
け
る
考
え
方
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
⑦
（
環
境
対
策
，
相
談
事
例
集
事
例
16
（
p.7
9）
）
Ｔ
市
が
，
違
法
伐
採
を
防
ぎ
，
環
境
保
全
・
持
続
可
能
な
森
林
経
営
の
促
進
を
図
る
た
め
，
市
営
住
宅
の
建
設
工
事
を
入
札
で
発
注
す
る
際
，
入
札
仕
様
書
に
,「
木
材
は
Ｘ
認
証
材
を
使
用
す
る
こ
と
と
す
る
」
旨
記
載
し
，
落
札
し
た
建
設
業
者
に
Ｘ
認
証
材
を
使
用
す
る
義
務
を
負
わ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
の
相
談
。
相
談
の
概
要
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
Ｔ
市
建
設
業
者
Ｔ
市
の
市
営
住
宅
建
設
工
事
の
入
札
入
札
仕
様
書
Ｘ
認
証
材
を
使
用
す
る
※
Ｘ
認
証
材
以
外
の
木
材
不
可
建
設
業
者
建
設
業
者
（
受
注
業
者
）
Ｘ
認
証
材
以
外
の
木
材
Ｘ
認
証
材
義
務
付
け
設
定
調
達

一
般
に
，
行
政
機
関
が
，
法
令
に
則
り
，
ど
の
よ
う
に
入
札
を
行
う
か
は
，
行
政
機
関
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
，
独
占
禁
止
法
上
の
問
題
で
は
な
い
。

Ｘ
認
証
材
は
比
較
的
容
易
に
調
達
可
能
で
あ
り
，
入
札
参
加
者
が
限
定
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
，
ま
た
，
木
材
供
給
業
者
が
Ｘ
認
証
材
を
供
給
で
き
ず
に
排
除
さ
れ
る
可
能
性
は
低
い
。
➡
競
争
に
与
え
る
影
響
は
軽
微
。

入
札
条
件
を
過
剰
に
課
す
場
合
，
入
札
参
加
者
が
一
部
に
限
定
さ
れ
，
競
争
に
よ
る
価
格
の
引
下
げ
や
品
質
向
上
等
の
競
争
入
札
に
よ
り
期
待
さ
れ
る
効
果
が
得
ら
れ
な
い
。
競
争
政
策
上
の
考
え
方
本
件
相
談
に
お
け
る
考
え
方
木
材
供
給
業
者
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
相
談
⑥
（
運
輸
・
交
通
，
相
談
事
例
集
事
例
13
（
p.6
8）
）

委
託
事
業
者
の
選
定
は
，
応
募
条
件
を
明
示
し
て
公
募
す
る
競
争
性
の
あ
る
方
法
で
実
施
➡
市
場
の
競
争
を
ゆ
が
め
る
も
の
で
は
な
い
。
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
Ｍ
市
が
，
移
動
困
難
者
の
移
動
を
容
易
に
す
る
た
め
に
実
施
す
る
デ
マ
ン
ド
型
乗
合
タ
ク
シ
ー
事
業
に
お
い
て
，
集
落
散
在
地
域
ご
と
に
区
域
を
設
定
し
た
上
で
，
公
募
に
よ
っ
て
区
域
ご
と
に
特
定
の
タ
ク
シ
ー
事
業
者
1社
を
選
定
し
，
当
該
区
域
に
お
け
る
運
行
事
業
を
委
託
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
相
談
。
相
談
の
概
要

一
般
に
，
行
政
機
関
が
実
施
す
る
施
策
で
，
そ
の
方
法
等
を
ど
の
よ
う
に
定
め
る
か
は
，
当
該
施
策
の
政
策
目
的
に
基
づ
く
行
政
機
関
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
，
独
占
禁
止
法
上
の
問
題
で
は
な
い
。

施
策
の
制
度
設
計
や
運
用
方
法
に
よ
っ
て
，
特
定
の
事
業
者
が
競
争
上
著
し
く
有
利
又
は
不
利
に
な
る
場
合
は
，
市
場
に
お
け
る
競
争
を
ゆ
が
め
て
し
ま
う
。
公
募
公
募
競
争
政
策
上
の
考
え
方
本
件
相
談
に
お
け
る
考
え
方
参
考
地
方
公
共
団
体
の
活
動
に
関
す
る
相
談
窓
口
（
ス
ラ
イ
ド
24
）
（
ス
ラ
イ
ド
25
）
（
ス
ラ
イ
ド
26
）
（
ス
ラ
イ
ド
27
）
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）
管
轄
地
域
公
正
取
引
委
員
会
事
務
総
局
〒
10
0-8
98
7
東
京
都
千
代
田
区
霞
が
関
1-1
-1
中
央
合
同
庁
舎
第
６
号
館
Ｂ
棟
経
済
取
引
局
調
整
課
TE
L：
(03
)35
81
-54
83
FA
X：
(03
)35
81
-19
45
茨
城
県
・
栃
木
県
・
群
馬
県
・
埼
玉
県
・
千
葉
県
・
東
京
都
・
神
奈
川
県
・
新
潟
県
・
⻑
野
県
・
⼭
梨
県
北
海
道
事
務
所
〒
06
0-0
04
2
札
幌
市
中
央
区
大
通
⻄
12
丁
目
札
幌
第
３
合
同
庁
舎
総
務
課
TE
L：
(01
1)2
31
-63
00
FA
X：
(01
1)2
61
-17
19
北
海
道
東
北
事
務
所
〒
98
0-0
01
4
仙
台
市
⻘
葉
区
本
町
3-2
-23
仙
台
第
２
合
同
庁
舎
総
務
課
TE
L：
(02
2)2
25
-70
95
FA
X：
(02
2)2
61
-35
48
⻘
森
県
・
岩
手
県
・
宮
城
県
・
秋
田
県
・
⼭
形
県
・
福
島
県
中
部
事
務
所
〒
46
0-0
00
1
名
古
屋
市
中
区
三
の
丸
2-5
-1
名
古
屋
合
同
庁
舎
第
２
号
館
経
済
取
引
指
導
官
TE
L：
(05
2)9
61
-94
22
FA
X：
(05
2)9
71
-50
03
富
⼭
県
・
石
川
県
・
岐
阜
県
・
静
岡
県
・
愛
知
県
・
三
重
県
近
畿
中
国
四
国
事
務
所
〒
54
0-0
00
8
大
阪
市
中
央
区
大
手
前
4-1
-76
大
阪
合
同
庁
舎
第
４
号
館
経
済
取
引
指
導
官
TE
L：
(06
)69
41
-21
74
FA
X：
(06
)69
43
-72
14
福
井
県
・
滋
賀
県
・
京
都
府
・
大
阪
府
・
兵
庫
県
・
奈
良
県
・
和
歌
⼭
県
近
畿
中
国
四
国
事
務
所
中
国
支
所
〒
73
0-0
01
2
広
島
市
中
区
上
八
丁
堀
6-3
0
広
島
合
同
庁
舎
第
４
号
館
総
務
課
TE
L：
(08
2)2
28
-15
01
FA
X：
(08
2)2
23
-31
23
鳥
取
県
・
島
根
県
・
岡
⼭
県
・
広
島
県
・
⼭
口
県
近
畿
中
国
四
国
事
務
所
四
国
支
所
〒
76
0-0
01
9
高
松
市
サ
ン
ポ
ー
ト
3-3
3
高
松
サ
ン
ポ
ー
ト
合
同
庁
舎
南
館
総
務
課
TE
L：
(08
7)8
11
-17
50
FA
X：
(08
7)8
11
-17
61
徳
島
県
・
香
川
県
・
愛
媛
県
・
高
知
県
九
州
事
務
所
〒
81
2-0
01
3
福
岡
市
博
多
区
博
多
駅
東
2-1
0-7
福
岡
第
２
合
同
庁
舎
別
館
経
済
取
引
指
導
官
TE
L：
(09
2)4
31
-58
82
FA
X：
(09
2)4
74
-54
65
福
岡
県
・
佐
賀
県
・
⻑
崎
県
・
熊
本
県
・
大
分
県
・
宮
崎
県
・
鹿
児
島
県
内
閣
府
沖
縄
総
合
事
務
局
総
務
部
公
正
取
引
室
〒
90
0-0
00
6
那
覇
市
お
も
ろ
ま
ち
2-1
-1
那
覇
第
２
地
方
合
同
庁
舎
２
号
館
公
正
取
引
室
TE
L：
(09
8)8
66
-00
49
FA
X：
(09
8)8
60
-11
10
沖
縄
県
※
公
正
取
引
委
員
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
htt
ps
://
ww
w.j
ftc
.go
.jp
/）
に
は
，
「
地
方
公
共
団
体
職
員
の
た
め
の
競
争
政
策
・
独
占
禁
止
法
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」
の
全
文
の
ほ
か
，
「
行
政
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
や
「
競
争
評
価
」
な
ど
の
情
報
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
，
御
利
用
く
だ
さ
い
。
（
ス
ラ
イ
ド
28
）
